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持続可能な物流・物流革新に寄与する物流不動産
物流不動産の取り組み
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○今後の物流に求められる機能・設備の積極的導入を図っている

自動化 EV急速充電設備

ロボティクス（ドローンポート） FCV化対応設備

※各社発表資料等より引用



持続可能な物流・物流革新に寄与する物流不動産

物流不動産の取り組み

○持続可能な物流、持続可能な物流施設の開発・運営への取り組み
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自動化支援・コンサルティング 電力のグリーン化（太陽光発電）

バース予約システム 蓄電池

※各社発表資料等より引用



物流事業者との連携
物流不動産の防火取り組み
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○物流拠点施設の一部をトラックターミナル機能等として利用できる構造とし、機能更新・向上の一助となる物件も存在

施設最上階にトラック拠点を設置した例（神奈川県相模原市）

※各社発表資料等より引用



高速道路近接地における開発
物流不動産の取り組み
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東名高速道路
綾瀬SIC

関越自動車道

坂戸西SIC

○高速道路IC周辺には、従前より積極的に施設開発を行っている

※各社発表資料等より引用



高速道路近接地における開発
物流不動産の取り組み
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東北自動車道
郡山中央SIC

岡山自動車道
岡山総社IC

○地方部においても、高速道路インターチェンジ周辺での開発を実施

※各社発表資料等より引用



「高速道路一体型」物流拠点の開発
物流不動産の取り組み
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○公共性の高い広域物流拠点を「どこに」「だれが」整備すべきか

高速道路内

高速道路近接

高速道路直結



【参考】地方自治体の “企業誘致補助金”
物流不動産の取り組み

8※自治体HP公表資料より引用



【参考】地方自治体の “企業誘致補助金”
物流不動産の取り組み

9※自治体HP公表資料より引用



【参考】地方自治体の “企業誘致補助金”
物流不動産の取り組み

10※自治体HP公表資料より引用



行政との防災協定

物流不動産の取り組み

○自治体・地域と防災協定を締結する施設は多数

11

防災協定に基づいた施設整備事例（東京都板橋区）

※各社発表資料等より引用



行政との防災協定

物流不動産の取り組み

○自治体・地域と防災協定を締結する施設は多数

12※自治体HP公表資料より引用



行政との防災協定

物流不動産の取り組み

○実際に避難場所として物流施設が利用された例も存在

13
避難時の施設内ラウンジの様子避難時の車路の様子

2019年台風19号襲来時の避難協力（東京都府中市）

近隣住民が浸水被害から逃れるため自家用車のまま当該施設に避難した。
2～5階の車路には約100台の乗用車が避難、
施設内ラウンジには約70名の方が避難し、
給湯室やトイレ、仮眠スペースとして利用した。



物流施設の地域貢献

物流不動産の取り組み

○様々な形で地域貢献、地域との交流の機会を創出
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保育所の設置

カフェテリア・コンビニの開放 社会科見学・交通安全教室

交流イベントの開催



地方自治体にとってのメリット

物流不動産の取り組み

○物流拠点、物流機能そのものが必要とされる取り組みを推進する必要がある

15※自治体HP公表資料より引用



共同事業による施設開発事例
物流不動産の取り組み
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○特に都市部における物流機能更新に寄与するため、不動産事業者として様々な取り組みを実施

等価交換による施設整備（千葉県市川市） 借地方式による施設整備（大阪市此花区）

• 所有者企業の工場移転後の土地有効活用
及び価値最大化を目的とした共同事業

• 所有者企業の用地有効活用策として
借地契約により施設開発

• 建物は所有者企業の関連会社との
共同投資

※各社発表資料等より引用



物流事業者との協働開発事例
物流不動産の取り組み
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旧土地建物
（施設A）

施設Aをデベロッパーが物流事業者

より取得、旧建物を解体し再開発

物流事業者所有

デベロッパー施設Bの一部を

物流事業者が取得し事業継続

（区分所有権）

＜実質等価交換＞

物流事業者宛
提供部分

物件A 物件A

物件B

＜再開発＞

○特に市街地中心部における物流機能更新に寄与するため、不動産事業者として様々な取り組みを実施



整備推進に向けたポイント － ①
物流不動産の取り組み
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A：基幹物流拠点・中継物流拠点の建設のあり方、地方部への拡大

• 中継拠点の適地選定と開発許可制度等との連携

• 事業性の低い地域における整備手法の整備（官民連携等）

• 初期投資（建築費高騰）に対する支援・助成（公租公課の軽減等）

• 公共性を持つ（不特定多数の事業者が利用できる）施設整備の仕組み整備

• 物流施設としての持続性向上（防災性、環境配慮等）に対する支援策

• 道路と直結・隣接した「一体型拠点」の整備における民間資本・ノウハウの活用方策、
制度の整備



B：物流拠点の運営のあり方、課題

整備推進に向けたポイント － ②
物流不動産の取り組み
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C：自治体との連携、受入れに向けた論点

• 物流拠点としての適地における開発・整備手法、制度の整備

• 地域貢献、防災等の機能を提供する施設に対する認証、低利融資等の制度整備

• 物流拠点・物流機能そのものの必要性、経済効果等の周知啓蒙

• 公共性を持つ（不特定多数の事業者が利用できる）施設の運用・利用方策

• 運営コスト高騰に対する支援・助成（公租公課の軽減等）

• ICT・DXを活用した施設管理（有資格者による遠隔管理等）実現への規制緩和

• 実運行に即した施設運用の方策・制度整備



整備推進に向けたポイント － ③
物流不動産の取り組み
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D：車両運行・関連制度関連

E：既存倉庫ストックの再構築に向けた課題

• 自動運転等の社会実装に必要な施設面での要件（プロトコル）の整理

• 高速道路外（IC近隣）拠点への自動運転車の乗り入れ（要件・条件、法規制）

• 折り返し運行、スワップボディ・ヘッド交換等の多様な輸送形態に対応する運用方法の整備

• 再構築事例の整理・共有

• 再構築を希望する事業者間マッチングの仕組み整備

• 再構築に関する支援策（容積緩和、公租公課の減免等）
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